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逗子市緊急財政対策本部会議（平成29年度第３回） 

（ 概 要 ） 

 

会議の名称：逗子市緊急財政対策本部会議 

日 時：平成29年８月30日㈬ 13:28-15:15 

場 所：庁議室 

出席者：平井市長、柏村副市長、村松教育長、和田経営企画部長、福井総務部長、若菜市民協働部長、 

須藤福祉部長、田戸環境都市部長、草栁消防長、原田議会事務局長、石黒教育部長、山田教育部担当部長 

（子育て担当）、菊池選挙管理委員会事務局長兼監査委員事務局長 

欠席者：なし 

代理者：なし 

陪席者：三ッ森総務課長 

事務局：福本経営企画部次長、佐藤財政課長、園部財政係長、財政課金子主事 

作成者：財政課 園部係長 

 

会議概要 

 

１ 開会 

（市 長）前回事務局が提案した内容に対する各部からの報告などを見直しの方向性と内容を事業ごとに

確認し、決定していきたい。 

なお、前回事務局案の削減額合計は約３億４千万円であったが、今回提出された削減額合計は、４千万

円程減少し約３億円となっている。 

どうしても不可能なもの以外は、原則事務局案に従っていただくという基本的な考え方に変更はない。

削減額が十分でないもの、積算が不明瞭なものについては、本日の会議を受け、早急に再検討していただ

き、人件費・歳入と併せ、９月中には、緊急財政対策プログラムの骨子を取りまとめたい。 

 

２ 平成３０年度の緊急財政対策における事業の見直しの方向性について 

（事務局）「平成３０年度の緊急財政対策における事業の見直しの方向性についての」説明  

見直しの方向性が空欄の事業及び予算査定でも削減、廃止、手法の変更ができるものなどは、事務的な

対応が可能であり今後の方向性は予算査定の中で確認していくため本日は割愛する。 

非常勤報酬日額制への見直しについては条例改正等のスケジュール感も含め、最終的に総務部で取りま

とめられるものとし、本日の議論からは割愛する。 

 

（市長からの指示事項） 

・国際交流推進事業 団体の自立を求める方向 

・ずし平和デー開催事業 低コストでの開催を検討 

・逗子市民まつり助成事業 休止の間に手法検討 

・市民協働推進事業（活動保険・コーディネーター） 廃止の方向 

・老人クラブ育成事業 市単上乗せ補助廃止、連合会補助縮小 

・幼稚園就園奨励事業 更なる検討を要する 

・小児医療費助成事業 更なる検討を要する 

・自然の遊び場運営事業  団体の自立を求める方向 
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・ひとり親家庭等福祉手当支給事業 更なる検討を要する 

・青少年育成事業（子どもの日のつどい）予算0での来年度対応確認 

・特定不妊治療費等助成事業 廃止 

・逗子市商工会助成事業 補助金削減調整 

・公園内有料運動施設運営事業 飯島公園プール休止については要検討 

・特別支援教育充実事業（特別支援補助教員） 更なる検討を要する 

・少人数指導教員・教育指導教員派遣事業 更なる検討を要する 

・図書館活動事業（駅ポスト） 更なる検討を要する 

・郷土資料館維持管理事業 更なる検討を要する  

・スポーツ推進事業 スポーツの祭典 予算0での来年度対応確認 

・その他、他市の状況、過去の実績や削減積算根拠などの資料を提出 

 

（市 長）特段指示などがないものは、この内容で緊急財政対策プログラムとしてまとめる方向で、各課

準備を進めること。再検討などを指示したものは財政課又は私と協議し、とりまとめていく。 

 人件費削減の検討状況についてはどうか。 

 

（総務部長）人件費の削減としては、現在も進めている時間外勤務手当の削減、給料・期末手当その他各

種手当の削減、非常勤事務嘱託員の削減が想定される。 

 

（市 長）現時点で事業費３億円削減という状況であるが、人件費の削減と歳入確保も合わせて目標額の

７億円を達成せねばならない。 

 歳入では、葉山町からの焼却ごみの受け入れの歳入の増収は見込むことができる。また、国民健康保険

への法定外繰出については、一般会計に対する影響額が大きいことから、適正化を図る必要がある。 

これまでの検討の経緯から考えると、30年度の事業費での削減は３億円が限界ではないか。緊急措置と

して縮小休止する事業については、将来再開となる可能性もある。時間外勤務手当の削減と併せた非常勤

事務嘱託員の削減は相当厳しいと思うが、人件費は固定費であるからこそ、恒久的な措置として対策を考

えなければならない。 

検討となっている事案については次回会議までに報告すること。次回は概ね全体像をまとめる必要があ

るため、事務局を中心に個別に詳細を詰めていくこと。 

 

３ その他 

（事務局）平成29年度の財政対策として２点ご報告する。 

平成29年度の普通交付税の額が、当初の見込みを上回る金額で決定したため、第３回定例会で繰越金を

減額し、地方交付税を増額する補正予算を提出する。これにより繰越金の９千万円不足については解消

された。また、市営山の根住宅跡地の落札者が決定した。第４回定例会に補正予算を提案する予定であ

る。 

 


